



















































調査を実施している。本島北部東海岸 辺境で地域の高齢者の生活を支えている売店として 楚洲共同店、嘉陽共同 、川田区売店を取り上げるとともに、観光化など新たな地域条件の中で模索している売店と 、喜如嘉共同店 慶佐次共同売店、恩納協同組合［共同 ］を取り る。　
条件不利地域でありながらも自立的な経済社会を築い きた












が抱えているものである。共同売店は皆のため、特にお年寄りのためという責任感 なかで運営するが、地域の人々は必要だという割には利用 くれ い、とい 現実がある。この責任感と現実のギャップに苦しん い 状況を共同売店主任のジレンマと表 している。主任などは、共同売店の から離れ、街に出て働きに出 ほうが高収入であるのが現実であ 。多くの共同売店では、地域の比較的若い女性
（主婦）
がアルバイター
として店舗運営を行っている場合が多く、低賃金 も就業してくれるのは地域の女性しか存在しな という現実 ある。　
③共同売店利用者のジレンマとは何か。 とはなくて















書は、共同売店の歴史や現状を指摘する ともに、地域社会の活性化手段として につ て検討したものであり、共同売店への深い眼差 もうかがうことができる。宮城能彦氏は沖縄在野の研究者であり、専門は地域社会学 共同売店の可能性について、特に売店の地域社会での位置づけや役割、そして売店による地域活性化、について考察してきた。　
関満博による著作と同様に、奥共同店を中心に扱いながら共








摘している。沖縄の共同売店では、光熱費や人件費などといった固定費用の負担に苦しみ、 上減少によっ 収支不均衡に陥るケースが多く、その結果、１９９０年代以降に閉鎖が多くなったと指 共同売店は主任
1人など最低限の人員
で運営されているが、売上減 よってそ した人件費も負担できなくなっている場合 増えている。その対策としては、①旧来の株主や地域住民に対 追加出資を募る、①金融機関や地域の篤志家から借り入れをする ③店舗のスペースを別の事業者に賃貸する、④規模を縮小す 、⑤経営者を交替させる、などがあることを指摘してい 。　
村上論考の注目すべき点は、英国における共同店の実態を説
























































このようなボランティア労働を活用するこ によって人件費という固定費用の削減に成功している。組合員はボランティアとして、商品の補充や調理補助、新製品や売れ筋商品の調達、市場調査や事業開発、財務分析や現金残高からの金融実務 設備維持・補修、など 活動が行われてい と う また、ボランティア労働に参加することによって、新し 友人ができる 旧友と再会できる、新しいスキルが習得できる 地域の一員であると実感できる、などといった社会的な利益も得 という。　
日本の共同売店では有償労働であり、林産資源などの収入源








氏の研究からは、共同売店が存続している条件として隔絶性を上げている。すなわち、交通の便が悪く、スーパーやコンビニから離れ て、都市地域からの隔絶性が高い地域で共同売店が存続していることを指摘 いる。この隔絶性の問題は 共同売店と集落の地理的な位置づけの問題と理解することができる。しかし、もう少し地理的な条件についても検討 必要あるのではない 。共同売店の存続性を、隔絶性だけでなく、集落規模との関わりについ も検討 るべきではないか。集落規模は共同売店 成立閾値と関連し いる。すなわち、が高いといえども、集落規模が小さくなってしまうと存続が困難になるので、共同売店が維持できる集落規模について 検討も必要ではないか。集落規模 小さくなっ 共同売店が維持きなくなった際には、高齢者の買物機会を保証するためには移動販売が必要 と考えられる。 の規模など地理的条件と共同売店の存続性につ てもう少し深い研究が され と、共同売店の他の地域への応用可能性について検討できる ではないか。
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